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県民投票を振り返って
元山　仁士郎（「『辺野古』県民投票の会」代表）

一部有権者が投票できないことも想定される。
　全県投票の見通しが立たない中で 1 月 15 日から宜
野湾市役所前でハンガーストライキに入った。権力
も有効な手段も持たない沖縄の民衆が権力者に対し
て取りうる手段の一つで、伊江島の土地闘争でも行っ
た過去がある。不参加表明から市長や議長、市議ら
との面談を経ても態度が変わらない中で体を張る決
意をした。当初は水と白湯のみで過ごしたが、塩を
取るようにとの指導を受け、3 日目から塩を摂取物
に追加した。ネットで断食の心得を読み、前日から
食事を断った上でのハンストだった。時折医師の診
断も有り身体的には不安はなかったが、右翼の宣伝
カーからの大音響が付近の人々の仕事や生活に及ぼ
す悪影響は心配だった。
　概して若い人に保守的で反戦平和運動を嫌う人が
多いが、沖縄の右翼にも若い人が多い。話し合おう
としたが議論がかみ合わない。議論することに不慣
れなのだろう。ハンストは 5 日目の夕刻に医師の診
断と支援者との話し合いによって中止した。５市が
県民投票に参加するまでは続けるつもりであったの
で無念さがあった。
　全県投票に向けて名護市民投票の責任者だった宮城
康博氏に意見を求めた。名護市民投票では住民が請求
した賛成・反対の２択の条例案が名護市議会によって
４択に変えられたという経験がある。県民投票反対の
市長の中には２択では意思表示が出来ない有権者がい
るので配慮すべきという意見が表明されていたからで
ある。宮城氏は全県選挙への努力として３択への変更
も必要ではないかとの意見だった。県民投票条例では
有権者の４分の１を超えた最多選択肢があれば、県知
事が日米政府に結果を伝えるとともに民意を尊重する
ように申し入れると有る。そこで県議会と議長、県当
局に柔軟な対応を要請した。与党が条例案の変更を了
承すれば、有権者が求める結果は保証されると考えた。
　当初２択案にこだわっていた県政与党も独自の３択
案を出した自民党も、最終的には「賛成、反対、どち
らでもない」の３択案で合意し、それでも若干の紆余

　普天間高校を卒業し国際基督教大学に進学した。安
倍政権下で日本の民主主義が変質していく危機感を感
じて「特定秘密保護法に反対する学生有志の会」とし
ての活動を始め、2015 年に「自由と民主主義のため
の学生緊急行動 =SEALDs」として再出発した。
　2018 年 4 月に一橋大学大学院（歴史学専攻）を休
学し、帰沖して県民投票の活動を始めた。新聞紙面で
県民投票に対する賛否が議論されている中で、見識が
有ると思える人に相談をした。島袋純琉球大学教授は
1996 年の日米地位協定の見直しと米軍基地の整理・
縮小について賛否を問う県民投票の結果が日本政府か
ら無視されたことが、その後の県民のチルダイ（倦怠）
感を生み、普天間返還が迷走することになった経験か
ら、止めたほうが良いとのアドバイスをもらった。
　星野英一琉球大学教授からは、投票者が少ない場合
や明快な結果が出ない場合は日本政府に逆利用される
危険性があるとのアドバイスがあった。
自分としては形（なり）振り構わず埋立を強行する現
況を変えるためにやれることは行うべきと考えていた
ので、他の方法が見いだせない以上県民投票を呼びか
けようと決めた。
　5 月に「『辺野古』県民投票の会」を立ち上げ、シ
ンポジウムや勉強会を繰り返し署名を集めた。2 ヶ月
間で必要となる有権者数の約４倍の９万筆余りを集
め、9 月、「辺野古米軍基地建設のための埋め立て」
について賛成か反対かの２択で問う条例案を沖縄県議
会に申請した。
　１０月末に県議会で可決・成立し、６か月以内での
県民投票の実施が定められた。しかし、県内保守系５
市長は宮崎政久自民党衆議院議員（比例九州ブロック
選出）の法解釈により投票予算を拒否した。
　もとより有権者の意思の表現である投票行動を首長
の一存で否定することは憲法上も許されない暴挙であ
る。それを罰則規定がないことを良いことに、意に染
まぬ行為義務を放棄するとは、語るに落ちる行為であ
る。このような義務放棄が可能ならば、安倍政権が行
おうとする憲法改正の国民投票も首長の不作為により
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曲折の末、県議会で 2019 年 1 月 29 日に 3 択案で採
択された。その結果を受け 5 市長も県民投票への参
加を表明した。全県投票が行われることになった。
　全県投票が決まってからは連日県民投票への呼びか
けで走り回った。ホワイトハウスへの要請で辺野古の
埋立問題を世界に発信したロバート・カジワラ氏も来
沖し、多くの取り組みがなされた。県民投票に批判的
だった人も、全県投票が決まった日から辺野古のゲー
ト前集会に参加し、戻ってから夕方から夜にかけてビ
ラ配りを繰り返す取り組みを行った。
　多額の税金を投入して行われる県民投票なので意義
ある結果を得たいと必死だった。投票率が５割以下だ
と開票もしないとする規定ではこの間の努力が無駄に
なるため、「有権者の４分の１を超えた最多得票が有
れば知事は日米政府に結果を報告する」とした。だが、
有権者の過半数の投票は「沖縄の民意である」と主張
するための目安になり、逆に過半数の投票がなければ
県民投票への批判の口実を与えかねない。
　実質的に自民党は県民投票に対して静観する態度を
取った。辺野古が唯一の解決策とする政策からは辺野
古の埋立に賛成しか立場はなく、そのことを有権者に
示し、支持を広めるべきであろう。昨年９月の知事選
挙の敗北が影響しているにしても、政党ならば自らの
政策に責任をもち有権者に訴えるべきである。県民投
票の機会に辺野古新基地や普天間基地について議論を
巻き起こせればと考えたのであるが、実際には自民党

（実質公明党も）の静観という消極性で盛り上がりが
欠けるおそれがあった。それゆえ投票率が心配だった。
　期日前投票は最初の日こそ出足がよかったが、最終
的には知事選挙と比べて６割ほどの 20．54％の 23
万 7447 人が投票を済ませた。ちなみに知事選挙では
期日前投票が３５％で４０万人だった。最終的に知事
選挙の投票率は 63.24％なので、この６割の比率だと
厳しい結果が予想された。
　投票日当日は那覇市古島の教育福祉会館で、運動を
担った「『辺野古』県民投票の会」のメンバーと開票
結果を待った。ロバート・カジワラ氏や評論家の荻上
チキ氏、津田大介氏、ウーマンラッシュアワーの村本
大輔氏、「せやろがいおじさん」こと榎森耕助氏も集
まった。
　午後８時に投票率が５割を超えたとの連絡がありよ
かったと少し胸をなでおろした。開票が始まり投票総
数が６０万票に達し、辺野古埋立に反対する票数が
４３万票を超えた。届かないかもと思っていた、知事

選挙で過去最大の票を集めた玉城デニー候補の３９万
票をも上回った。
　特筆したいのは年代別の投票状況で 10 代の基地建
設容認が全世代を通じて最低の８．１％だったことで
ある。社会体験が少ない分「どちらでもない」が最多
の１８．９％だったことはやむを得ないことではある。
その上で、保守化が指摘される若者において 10 代の
新基地反対票が最も多かったことは、県民投票の運動
が若者主導で行われ、そのことが反映されたことと理
解している（図１参照）。
 

県民投票後に思うこと
主権者住民の意思を体現するのが民主主義システムで
ある。玉城デニー知事の「誰一人取り残さない政治」
は国連 2015 年サミットで採択された SDGs（エス・
ディー・ジーズ）と軌を一にするものである。SDGs
は「Sustainable Development Goals（ 持 続 可 能 な 開
発目標）」の略称で国連加盟 193 か国が 2016 年～
2030 年の 15 年間で達成するために掲げた目標であ
る。日本政府も合意し、安倍首相は国連サミットに出
席しステートメントまで発表している。
SDGs では自然環境の保全や生物多様性の保護が約束
されている。また人権保障の立場から、パリ原則に則っ
た、国から独立した人権機関の設置が求められている。
沖縄県民は辺野古新基地建設に対して明確な否定の意
思表示を行った。日本国憲法第 95 条でも一地域に過
重な負担を及ぼす法律についてはその地域住民の投票
による合意を求めている。県民投票を受けて今度は日
本国民と日本政府が民主主義的対応をすべき時ではな
いか。
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辺野古新基地建設は頓挫する
想像以上に深刻な軟弱地盤問題
北上　田毅（土木技師・沖縄平和市民連絡会）

在も引き続き、さらなる室内試験を含むボーリング調
査を行っているので、このボーリング調査の結果だけ
では地盤の強度を正しく判断できる段階にはない」と
して、軟弱地盤の存在を認めてこなかった。
　これは、軟弱地盤の存在を認めると地盤改良工事が
不可避となるが、そのためには公有水面埋立法により
沖縄県知事に設計概要変更申請を行って承認を得なけ
ればならなくなってしまう。知事選を前にして、知事
が辺野古新基地建設事業の帰趨を握っていることが明
らかになることを避けようとしたのであろう。

世界でも前例のない海面下 90mまでの地盤改良
工事が必要

　しかし、知事選では玉城デニーさんが圧勝し、政府
のもくろみは狂ってしまった。いつまでも軟弱地盤の
存在を否定し続けることもできない。政府は現在、「軟
弱地盤であっても地盤改良工事で問題はない」と主張
し始めている。
　安倍首相は本年１月末の衆議院本会議で、軟弱地盤
の存在と地盤改良工事の必要を初めて認めた。そして、

「地盤改良工事が必要であるものの、一般的で施工実
績が豊富な工法で工事が可能である」として、本年中
に知事に設計概要変更申請を行うと答弁した。　そし
て政府は、３月 15 日、全ての地質調査報告書や「設計・
施工検討書」等をやっと公開した。そこでさらに驚く
ような事実が明らかになったのである。

・海面下 70m以深も地盤改良工事が必要
　大浦湾の軟弱地盤は、海面下 70m にとどまらず、
最深部は海面下 90m（前図　B27 地点）にもなり、
しかも埋立区域全域に広範に広がっていることが明ら
かになった。そのため政府も、大量の砂杭を打ち込む
サンドコンパクションパイル（SCP）工法と、サンド
ドレーン（SD）工法による地盤改良工事を行うとし
ている。
　世界でも前例のない深さの地盤改良工事が必要とな
るが、その深さに対応できる作業船もない。ところが
防衛大臣は最近になって、「70m 以深は同じ粘性土で

２年以上隠されていた軟弱地盤問題

　2018 年 3 月、筆者らの公文書公開請求に対して、防
衛局が 2014 年から実施した２件の土質調査の報告書が
初めて公開され、驚くような事実が明らかになった。
　大浦湾で実施した 24 本のボーリング調査の結果、
ケーソン護岸が設置される水深 30m の海底に、厚さ
40m ものほとんど N 値ゼロというまるでマヨネーズ
のような軟弱地盤が広がっていることが判明したので
ある。

 （上図は、ケーソン護岸部の海底地層断面図。昨年の
開示で判明した軟弱地盤は、B26、B28、B36、B41
の４地点であった。上図は、今年、やっと公表された
もので、B27 では厚さ 60m、海面下 90m まで軟弱地
盤が続いている。）

　大浦湾は水深が深いため、大型のケーソンを設置し
て護岸とする。総数 38 個、大きなものは長さ 52m、
高さ 24m、幅 22m という巨大なものであるから、N
値ゼロというような軟弱地盤の上にケーソン護岸を設
置することなど不可能である。
　当初の埋立承認願書では、ケーソン護岸の設計条件
は N 値ゼロで設計されていた。このような軟弱地盤
の存在は防衛局にとってもまさに「想定外」の事実で
あった。沖縄県は昨年 8 月 31 日、埋立承認を「撤回」
したが、軟弱地盤問題がその最大の事由となっている。
　昨年の２件の土質調査報告書は 2016 年 3 月にま
とめられていたが、防衛局は２年間、その事実を公表
してこなかった。そして、昨年３月の公開後も、「現
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も固くなっている」として 70m までの地盤改良で問
題はないと言いはじめた。ところが、B27 地点の地
質調査のデーターを見ても、70m 以深が固くなって
いるとは言えない。
　そもそも、今回、公開された「設計・施工検討書」
では、「現有作業船の能力等を考慮し、改良可能な最
大深度は海面下 70m 程度とする」と明記されている。
防衛大臣の弁明は後付けの理由でしかない。
　70m 以深の地盤改良を行わない場合、深刻な地盤
沈下が生じるが、政府は、「この種の埋立工事では、
施設供用後に長い年月を経て沈下が起こることは一般
的。沈下量をあらかじめ見込んで造成高さを決める」
と開き直っている。

・大浦湾の埋立面積の６割以上に 7万 7千本もの砂杭
打設。施工期間は５年以上？
ケーソン護岸、係船機能付護岸、中仕切岸壁 A・B 等
の基礎部分は SCP 工法、A 護岸の基礎部分と埋立区
域内は SD 工法で地盤改良がおこなわれる。地盤改良
の総面積は 73ha にもなり、大浦湾の埋立個所の６割
を超える。必要な砂杭は、合計７万７千本にもなる。
防衛局は、この地盤改良工事の施工期間を、海上施工
で３年８ケ月、陸上施工で１年としている。しかし、
防衛局のこの工程は、一挙に 11 隻もの作業船を出し
て同時に４ケ所で工事をするというもので、しかも、
大浦湾の冬場の荒天、台風等も考慮されていない。ま
た、後述のように大量の砂の調達や浚渫土の処分等の
問題も抱えている。５年を大幅に超える工事期間を要
することは明らかであろう。

・総量 650 万㎥もの砂の調達先は？　沖縄の海砂採取
量の３～５年分
　地盤改良工事を行うためには、その個所にまず敷砂
を厚さ 1.5m 敷き詰める。さらに合計 7 万 7 千本の砂
杭等のためには大量の砂が必要となる。今回の地盤改
良工事に必要な砂の総量は 650 万㎥にもなる。
　沖縄では砂は海砂しかない。沖縄の年間海砂採取量
は 120 ～ 180 万㎥というから、これは３～５年分の
採取量にもなる。
　海砂採取は環境への影響が大きいため、現在、瀬戸
内海各県では海砂採取は禁止されており、九州の多く
の県では総量規制が定められている。ところが沖縄で
は申請１件当りの採取制限はあるが、総量規制はない。
申請数を増やせば、海砂が無尽蔵に採りつくされてし
まう。そのため、沖縄平和市民連絡会と環境ネットワー
クは、２月県議会に海砂採取の総量規制を求める陳情
書を提出するなどの取り組みを始めた。

・海上作業ヤード（ケーソンの仮置き場）も軟弱地盤
のために造成できない
　さらに新しい問題も見つかった。ケーソンの仮置
き場となる海上作業ヤード（３か所、総面積約３ha）
の４地点でも、やはり N 値ゼロの軟弱地盤が広がっ
ていたのだ。ところが今回の地盤改良工事の検討図書
には海上作業ヤード周辺は含まれていない。このまま
ではケーソンの仮置き場とすることはできない。
大型ケーソンは県外、一まわり小型のものは県内で製
造して曳航してくるのだが、現場近くでいったん仮置
きする必要がある。海上作業ヤードが造成できないと
ケーソン護岸造成は不可能である。

・地盤改良工事による深刻な大浦湾の環境破壊
　このような大規模な地盤改良工事では、敷砂投入・
砂杭打設等による汚濁の拡散が危惧される。防衛局は、

「必要に応じて汚濁防止膜を設置する」というが、水
深 30m の海底まで汚濁防止膜を設置することはでき
ない（現在、大浦湾に設置されている汚濁防止膜は海
面下７ｍまでしかない）。
　「設計・施工検討書」では、「工事工程を調整するこ
とにより、そのピークが環境保全図書で規定されてい
る範囲を超えることはない」と結論している。しかし、
工程表では、同時に４か所で 11 船団によるぎっしり
とした工程が組まれており、そのような調整は困難で
あろう。工程を調整するのであれば、工事期間はさら
に大幅に延びてしまう。　

知事は設計概要変更申請を承認せず、工事は頓
挫する！

　こうした地盤改良工事は、当初の埋立承認願書の「設
計の概要」の変更となるから、公有水面埋立法に基づ
く知事への設計概要変更申請が必要となる。
政府は、「一般的で施工実績が豊富な工法で工事が可
能」、「環境への影響はない」というが、これは変更申
請を受けた知事が審査することである。すでに知事は、
再三にわたって変更申請の承認は難しいと示唆してい
る。知事が不承認とした時点で、辺野古新基地建設事
業は完全に頓挫するのだ。
　現在、工事の簡単な辺野古側での土砂投入が続いて
いるが、肝心の大浦湾側の工事は全く展望が立たない。
政府はただちに辺野古側での工事を中止し、軟弱地盤
等の問題について県と協議に入るべきである。

　（完）



− 6 −

新基地建設断念を求め
「3 . 1 6 県民大会」那覇で開催される

桜井　国俊（沖縄環境ネットワーク世話人）

この県民大会でその決意を新たにした。

新基地建設は必ず頓挫する

　沖縄では、昨年 8 月 31 日、その数週間前に急逝した
翁長前知事の遺志を継いで、謝花副知事が辺野古新基
地建設にかかる埋め立ての承認を撤回した。しかし国は、
民間になりすまし、防衛大臣が行政不服審査請求を内閣
のお仲間の国交大臣に対して行い、国交大臣は昨年 10
月 30 日に撤回処分の執行停止を行った。これを受けて
沖縄防衛局は 11 月 1 日に工事を再開したのである。か
ねてより安倍首相は「沖縄の皆さんの気持ちに寄り添っ
ていく」と言っていたが、辺野古新基地 NO という県民
の声を一切聞かず、昨年 12 月 14 日、遂に辺野古沿岸
海域 2-1 工区への土砂投入を強行したのである。
　その安倍首相は、本年 1 月 30 日の衆院代表質問で、
大浦湾の埋め立て予定海域に軟弱地盤が存在し、改良工
事が必要になるとの考えを政府として初めて表明した。
沖縄県が埋め立て承認を昨年 8 月に撤回するに当たっ
て最大の理由として掲げていた問題の存在を、撤回から
5 カ月後にようやく認めたのである。この問題を隠して
工事を強行してきたことは、不正の毎月勤労統計でアベ
ノミクスの成果を謳いあげるのと何ら変わらないフェ
イクによる政治そのものである。
　沖縄防衛局は地質調査船ポセイドンで大浦湾の工事
予定海域の地質調査を 2014 ～ 16 年に実施してきたが、
沖縄平和市民連絡会の土木技師北上田毅氏は情報公開
請求で 2018 年 3 月にこの資料を入手し、軟弱地盤が
海面から約 70 メートルの深さの層まで達していること
を知ったのである。「マヨネーズのような」と称される
この軟弱地盤の改良工事は超難工事であり、工事は長期
化し、工費も多額となる。加えて工事に際して発生す
る濁りなどによる大浦湾の自然環境への影響が甚大で
ある。このことから沖縄県は、前述のように昨年 8 月、
承認を撤回したのである。加えて県は、工費は政府が言っ
てきたような 2400 億円ではすまず、10 倍以上の 2 兆
5500 億円を要し、工期も 13 年はかかるであろうと批
判したのである。
　その後、軟弱地盤は、水面下 90 メートルにも及ぶこ

　2 月 24 日の県民投票で、沖縄県民は「辺野古新基地
建設反対」の民意を明確に示した。この民意の尊重を求
める県民大会が、3 月 16 日午後 2 時、那覇新都心公園
で開かれた。「土砂投入を許さない！ジュゴン・サンゴ
を守り、辺野古新基地建設断念を求める 3.16 県民大会」

（オール沖縄会議主催）である。
　強い日差しが照り付ける中、テーマカラーの「辺野古
ブルー」に合わせて青色の帽子や服を身に着けた 1 万
人超（主催者発表）の人々が集まった。右翼街宣車によ
る大音響の妨害の中で行われた70分間の集会であった。

「民意は示された！」とのメッセージボードを
一斉に掲げる県民大会参加者（筆者撮影）

　県民投票に対して安倍首相は、例によって口先だけで
「県民投票の結果を真摯に受けとめる」と言った。しか
し政府は投票結果を顧みず、埋め立て工事をそのまま続
行した。岩屋防衛相に至っては、「結果にかかわらず工
事を進めることを県民投票の前に決めていた」と国会で
答弁した。「沖縄には沖縄の民主主義が、国には国の民
主主義がある」との暴言まで吐いた。
　このような民意の無視が、沖縄以外の 46 都道府県で
あるだろうか。これは明らかな沖縄差別である。しかし
沖縄はあきらめない。「勝つ方法はあきらめないこと」（辺
野古すわりこみテント村の掲示）だからだ。
　沖縄における辺野古新基地建設反対の闘いは、1996
年の SACO 合意に遡り、既に 23 年続いている。そして
県民はこれからも諦めない。登壇者の一人が呼びかけた
ように、「国が諦めるまで頑張ろう」と多くの参加者が
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とが明らかになったが、これだけの深さの地盤改良の
実績とそのための機材は日本にも世界にもない。国は 7
万 7 千本の砂杭を打ち込む地盤改良工事を計画してい
るが、実績のある70メートルの深さまで地盤改良を行っ
ても、出来上がるのは地盤の不等沈下がいつまでも続
く欠陥飛行場である。加えて大浦湾には、活断層の存
在が強く疑われている。その上に載る辺野古弾薬庫は、
まさに時限爆弾である。そしてこのような危険極まりな
い新基地の建設に投入されるのは国民の血税である。
　ここで改めて認識しておく必要があるのが辺野古・大
浦湾の自然の豊かさである。辺野古・大浦湾は、沖縄県
が指定する第一級の自然海岸であり、ラムサール条約登
録湿地である。また、沖縄防衛局が実施した環境影響評
価調査によれば、大浦湾には 262 種の絶滅危惧種を含
む 5334 種もの生物が記録されるなど、極めて生物多様
性が高い。沖縄の、そして世界の宝であり、基地の建設
ではなく、世界自然遺産として登録・保全すべきである。
　これから国が行おうとしている地盤改良工事は、埋立
承認願書の「設計の概要」の変更であることから、公有
水面埋立法に基づく知事の承認が必要となる。玉城デ
ニー知事は、この地盤改良工事が大浦湾の生きものたち
に取り返しのつかない影響を与えること等から承認し
ないと明言している。「設計の概要」の変更申請を行わ
ずに工事を強行していること自体、限りなく公有水面埋
立法違反であり、遅かれ早かれ辺野古新基地建設は知事
の権限で必ず頓挫する。

問われるのは日本国民

　開会挨拶に立ったオール沖縄稲嶺進共同代表（名護市
前市長）が指摘したように、「予算も工期も（そして設
計図も）明示されない、こんな公共工事なんてあり得な
い」。稲嶺氏は、地元紙記者の事前インタビューに対して、

「市長時代を含め市役所で 44 年間務めたが、こんな公
共工事は見たことも聞いたこともない。湯水のように税
金を使っている。財務省はなぜおかしいと言えないのか。
会計検査院はなぜチェックできないのか」と述べている。
　このように自律機能を失った安倍政権をはびこらせ
ている最終的な責任者は、言うまでもなく主権者たる
日本国民である。沖縄はすべての日本国民に問うている。
このような無謀極まりない公共工事に血税が投入され
るのを、そして憲法が保障する地方自治が蹂躙されるの
を、黙って見過ごすのかと。
沖縄県民は日本国民の 1% に過ぎない。その主張は 99%
の本土国民によってこれまで無視され、見なかったこと、
聞かなかったことにされてきた。しかしそれで良いのだ
ろうか。沖縄県民は、その身を挺して日本の民主主義が

内部崩壊しつつあることを追及しているのではなかろ
うか。

 

開会挨拶をするオール沖縄稲嶺進共同代表
（筆者撮影）

沸き上がる若者たちの声

　今回の県民大会で注目に値するのは、若者たちの声が
明確に聞き取れるようになってきたことだ。辺野古の
キャンプシュワーブのゲート前での座り込みでは沖縄
戦体験者の高齢者などが主体で、若者を見ることが少な
かった。しかし県民投票が若い人たちの働きかけで実現
にこぎつけたように、この大会では「私たちは諦めない」
との声が若者たちからも聞かれた。オール沖縄会議の各
ブロック代表などとして 3 名の 10 代～ 20 代の若者が
登壇したが、彼らは異口同音に「いつの時代でも未来を
切り開くのは若者の役目だと言われている。先輩たちに
だけ活動の重みを背負わせない。ワッター若者も皆さん
の期待に応えられるように、全力で頑張る」と決意表明
した。

ジュゴンBが死んだ

　県民大会の 2 日後の 3 月 18 日、沖縄に 3 頭生息す
るとされていたジュゴンのうちの母親ジュゴン（ジュゴ
ン B）の死が報じられた。こどものジュゴン C は 4 年
近く見当たらず、嘉陽のおじさんと呼ばれるジュゴン A
も半年間確認されていない。新基地建設工事の影響が否
定できない。そうした中、国は、3 月 25 日から新たに
辺野古沿岸海域 2 工区への土砂投入を開始すると予告
している。若者たちの力も加わって沖縄の闘いはこれか
らも続く。
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■編集後記■　「右の翼も  左の翼も　関係ない  だって　僕
ら飛べない鳥　　一歩ずつ 一歩ずつ　真っ直ぐ　真ん中を
歩こう　一歩ずつ  一歩ずつ　あなたがあなたらしく　一歩
ず つ  一 歩 ず つ　 輝 き ま す よ う に　　#OKINAWACALLING　
# 沖 縄 が 沖 縄 ら し く　# 輝 き ま す よ う に　# 県 民 投 票　
#LifeIsPeaceful」  　県民投票投開票日の前日、MONGOL800（モ
ンパチ）のキヨサクが SNS に綴った言葉に私は救われた。か
なしみ、いかり、だけどなかなか行動に移せなくて、不条理な
現実から目を背けてばかりの心にしみた。しんどい状況だけど、
動けない自分だけど、「沖縄が沖縄らしく輝きますように」「Life 
Is Peaceful」と信じ、願うその気持ちはまちがっていなくて、
きっと多くの人と同じだと思うと励まされた（「沖縄らしく」
とはどういうものか、「Peaceful な Life」とはどういうものか、
それに対する考えは十人十色で良い）。同時に、その純粋な願
いすら叶えられない沖縄の現状が再び悲しくなった。でも、い
つも心にこの言葉を灯そうと決意している。　　　　　（編集部）

環境情報おきなわ
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沖縄環境ネットワークは、沖縄平和市民連絡会と連名で、県内の海砂の年間採取総
量の規制を求める陳情を県議会に提出しました。県議会土木環境委員会でも審議が
始まりました。今後も行方を注視して参ります。

（２０１９年３月１５日付琉球新報）
海砂採取量の規制を　　市民ら　年間量で県議会陳情
　沖縄平和市民連絡会と沖縄環境ネットワークは１４日までに、県内にある海砂の
年間採取総量の規制を求める陳情を県議会に提出した。県の「県海砂利採取要綱」
では、申請１件あたりの採取量の規制はあるものの、年間総採取量の規制がない。
陳情は名護市辺野古の新基地建設事業による環境影響を念頭に、年間採取量の上限
を設けることに加え、必要があれば海砂採取に関する条例を制定するよう求めた。
　陳情は１１日付。沖縄平和市民連絡会の北上田毅氏は、辺野古新基地建設事業で
使われる海砂の総量が７０８万立法（ママ）メートルに上ることに触れ、「現在の要
綱のまま申請が出されれば、県は許可を出さざるを得ない。申請を何件も出せば膨
大な量の海砂採取が可能になってしまう」と指摘した。
　海砂の採取は岡山県や広島県など瀬戸内海側に面する５県が全面的に禁止してお
り、九州５県を含む７県では年間採取総量の規制を設けている。北上田氏は「県内
の膨大な量の海砂が埋め立てなどに使われる可能性がある。自然環境の破壊を防ぐ
ためにも、規制が必要だ」と話した。

海砂採取総量規制で県議会へ陳情




